令和４（２０２２）年度　足利市介護予防・生活支援サービス事業
第1号通所事業（通所型短期集中予防サービス）業務委託契約書
　足利市（以下「甲」という。）と　　　　　　　　　　　　　　　（以下「乙」という。）は、足利市介護予防・生活支援サービス事業（通所型短期集中予防サービス）実施要綱に基づく業務委託について、次のとおり契約を締結する。
　（総則）

第１条　甲は、足利市介護予防・生活支援サービス事業（通所型短期集中予防サービス）実施要綱に基づく介護予防事業を提供する業務（以下「委託業務」という。）を乙に委託し、乙はこれを受託するものとする。
　(実施場所)

第２条　乙は、委託業務を乙が設置運営している施設　　　　　　　　　　　において行うものとする。

（利用料）

第３条　乙は、委託業務の利用者から、利用料として1回250円を徴収するものとする。ただし、食事代等事業に含まれないものについては、別に利用者から徴収するものとする。

　（責任義務）

第４条　乙は、委託業務の実施に関し、甲又は第三者に与えた損害についてその責を負うものとする。

　（委託期間）

第５条　この契約による委託期間は、令和４（２０２２）年４月１日から令和４　　　（２０２２）年９月３０日までとする。

　（委託料）

第６条　甲は、第１条の委託業務に対し次の表のとおり、乙に委託料を支払うものとする。
	内　　　容
	委託料
	利用料
	単価

	通所利用
	4,810円/回
	250円/回
	5,060円/回

	リハビリテーション

マネジメント費（訪問時に算定）
	2,300円/月
	0円/月
	2,300円/月


　　

２　乙は、1ヵ月間に実施した委託業務について、翌月の10日までに、請求書、実施記録簿、実施報告書を甲に提出するものとする。また乙は、初回請求時に初期評価兼計画表（様式第４号）及び終了時に終了時評価表（様式第５号）を甲に提出するものとする。
３　甲は、前項の請求書が正当であると認めたときは、当該請求書を受理した月の末日に乙に対し委託料を支払うものとする。
　（報告）

第7条　乙は、委託業務の実施に先立ち、実施に当たる従事者の氏名と資格を掲載した名簿（様式第7号）を甲に提出するものとする。また、乙はサービスを提供する曜日や時間、実施形式等を利用者に周知できるよう、サービス提供形態報告書（様式第９号）を甲に提出するものとする。

２　第1項で提出した内容に変更が生じた場合、乙は速やかに甲に変更内容の報告を行うものとする。
　（報告義務）

第８条　乙は、委託業務に係る事故が発生したときには、甲、当該利用者の家族等に連絡し必要な措置を速やかに講ずるとともに、当該事故の状況及び事故に際してとった処置について記録し、甲に報告書を提出しなければならない。

　（資料の提出等）

第９条　乙は、委託業務に関し、甲が資料の提出又は書類､帳簿の調査を求めたときは、これに応じなければならない。

　（指導及び調査）

第10条　甲は、委託業務の実施に関し、乙に対して適切な指導及び調査を行な

うことができる。この場合において、乙は、甲に協力しなければならない。

（秘密の保持）

第11条　乙は、業務上知りえた秘密を、みだりに他人に漏らしてはならない。

　（再委託の禁止）

第12条　乙は、委託事業の実施を自ら行うものとし、他の者にその実施を再委託することができない。

　（解除）

第13条　甲は、次の各号のいずれかの事情が生じた時は、催告なしにこの契約を解除することができる。

　(1) 乙が、この契約に違反したとき。
　(2) 乙の委託事業の実施が不適当と甲が認めたとき。
　(3) 乙が、この契約を履行することができないと甲が認めたとき。
２　前項の規定により、この契約が解除された時は、乙は甲にその損失の補償を請求することができない。
　（信義則）

第14条　甲及び乙は、信義を重んじ誠実にこの契約を履行しなければならない。

　（疑義等の決定）

第15条　この契約に定めのない事項及びこの契約に関し疑義が生じた時は、甲と乙が協議して定めるものとする。

　
この契約の締結を証するため、この契約書を2通作成し、甲乙記名押印のうえ

各自その1通を所持するものとする。

令和４（２０２２）年４月１日

　　　　　　　所在地　足利市本城三丁目2145
（甲）　名　称　足利市

代表者　市長　早川　尚秀
　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（乙）　名　称
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者
